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１．キャリアアップ助成金の概要

２.「社会保険適用時処遇改善コース」について

３.「正社員化コース」の拡大について

４．お問い合わせ先について



キャリアアップ助成金とは
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有期雇用労働者・短時間労働者・派遣労働者といった、

いわゆる『非正規雇用労働者』の企業内でのキャリア

アップを促進するため、正社員化・処遇改善の取組を

実施した事業主に対して助成する制度。

➣雇用保険適用事業所の事業主

➣支給申請した年度の前年度より前のいずれかの保険年度の

労働保険料を未納していない事業主

➣支給申請日の前日から過去1年間に労働関係法令上の違反

を行っていない事業主 等

対象事業主



キャリアアップ助成金 各コースのご案内
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①正社員化コース

②障害者正社員化コース

正社員化支援

③賃金規定等改定コース

④賃金規定等共通化コース

⑤賞与・退職金制度導入コース

⑦社会保険適用時処遇改善コース

処遇改善支援

⑥短時間労働者労働時間延長コース

2023(令和5)年11月29日から
拡充されました！

2023(令和5)年10月
に新設されました！



１．キャリアアップ助成金の概要

２.「社会保険適用時処遇改善コース」について

３.「正社員化コース」の拡大について

４．お問い合わせ先について
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給与収入（年収）

２号被保険者 ３号被保険者

年収106万円と手取り収入のイメージ

106

125

（万円）

（万円）

いわゆる106万円の壁

6

社会保険料負担発生

手取り減



(注) 助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。

①手当等支給メニュー

②労働時間延長メニュー

③併用メニュー

（労働者1人につき）

最大50万円を助成

（最長3年間の取組）

労働者の収入を増加させる取

組を行った事業主に対して、
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2023(令和5)年10月から、キャリアアップ助成金に
｢社会保険適用時処遇改善コース｣を新設しました！

社会保険適用時処遇改善コースにおいては、2023(令和5)年10月1日に遡及適用
することから、2023(令和5)年10月1日から2024(令和6)年1月31日までの間に手
当の支給等を就業規則に規定する等の措置を講じた場合には、事後的に2024(令
和6)年1月31日までにキャリアアップ計画書を提出することが可能です！



キャリアアップ計画書を作成しましょう！

支給申請
（５回目）

支給申請
（２回目）

支給申請
（4回目）

支給申請
（１回目）

支給申請
（３回目）

取組開始

キャリアアップ
計画書の提出

６ヶ月 １年 １年６ヶ月 ２年 ２年６ヶ月

2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月

今後の大まかな取組イメージ（対象者、目標、期間、目標を達成する
ために事業主が行う取組）をあらかじめ記載したものです
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2023(令和5)年10月1日～2024(令和6)年1月31日
に開始する場合キャリアアップ計画書は

2024(令和6)年１月31日までに管轄労働局に提出してください



要件
申請
時期

1人当たり助成額

１
年
目

賃金（標準報酬月額・標準賞与額）の15％以上分
を労働者に追加支給すること（社会保険適用促
進手当など） 左

欄
の
取
組
を
６
か
月
間

継
続
し
た
後
２
か
月
以
内

６か月ごとに

10万円×２回
(大企業は7.5万円×２回)

２
年
目

賃金の15％以上分を労働者に追加支給する（社
会保険適用促進手当など）とともに、3年目以降、
以下③の取組が行われること

６か月ごとに

10万円×２回
(大企業は7.5万円×２回)

３
年
目

賃金（基本給）の18％以上を増額させていること
（労働時間の延長との組み合わせも可能）

６か月で

10万円
(大企業は7.5万円)

①手当等支給メニュー

事業主が労働者に社会保険を適用させる際に、「社会保険適用促進手
当」の支給等により労働者の収入を増加させる場合に助成します。 

9

左
欄
の
取
り
組
み
を
６
か
月
間
継
続
し
た
後
２
か
月
以
内
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標準報酬月額 8.8万円 9.8万円 10.4万円

上限額（年額） 15.9万円 17.7万円 18.8万円

＜報酬から除外する手当の上限額の例＞

※2023(令和5)年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国
平均)10.0％、介護保険料率1.82％の場合の本人負担分保険料相当額で計算した場合

社会保険適用促進手当の概要

●短時間労働者への社会保険の適用を促進するため、労働者が社会保険に加入する
にあたり、事業主が労働者の保険料負担を軽減するために支給するもの。
●給与・賞与とは別に支給され、新たに発生した本人負担分の保険料相当額を上限
として、保険料算定の基礎となる標準報酬月額・標準賞与額の算定に考慮しないこ
とができる。（最大２年間の措置）
●事業所内でのバランスを考慮し、事業主が同一事業所内で同じ条件で働く他の労
働者にも同水準の手当を特例的に支給する場合には、同様に、本人負担分の保険料
相当額を上限として、標準報酬月額・標準賞与額の算定に考慮しないことができる。

社会保険適用促進手当とは
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社会保険適用促進手当の規定例

（附 則）
（社会保険適用促進手当）

第○条 社会保険適用促進手当は、社会保険（健康保険・厚生年金保険）の被保険者要件を満たさずに６ヶ月
間以上雇用されていた【パートタイマー（※）】が新たに被保険者となった場合において、一定期間に限り、
当該労働者の社会保険料負担を軽減するために支給する。

２ 社会保険適用促進手当は、次のとおり支給する。
一 前項に規定する【パートタイマー（※）】について、毎月の賃金の支払に関して、法令に基づき算定

される社会保険料の被保険者負担分相当額を、翌月の賃金支払日に支給する。 （★）
二 前項に規定する【パートタイマー（※）】について、賞与の支払に関して、法令に基づき算定される社会

保険料の被保険者負担分相当額を、賞与の支払のあった翌月の賃金支払日に支給する。 （★）

３ 社会保険適用促進手当は、第一項に規定する【パートタイマー（※）】について、社会保険（健康保険・
厚生年金保険）の被保険者となった日の属する月以降であって、社会保険料の被保険者負担分を当該労働者
の賃金から控除することとなった月から最長２年間支給するものとする。

（※）事業所での呼称を記載。
（★）社会保険適用促進手当を、社会保険料が発生した月の翌月の賃金支払日に支給する場合。

（注） 期間の上限に応じて手当の支給自体を取りやめる場合、上記規定例のように「一定期間に限り支給する」
旨を規定することで、不利益変更の問題が生じないよう対応いただくことが考えられます。

社会保険適用促進手当の支給を行う場合は、労働基準法に基づき、就業規則（又は
賃金規程）への規定が必要になりますので、就業規則を変更し、常時10人以上の労
働者を使用する事業場については労働者の過半数で組織する労働組合（ない場合
は、労働者の過半数を代表する者）の意見書を添付して、所轄の労働基準監督署へ
届け出てください。



約16万円
(15%分)

手取り年収

約90万円

106万円

標準報酬月額
8.8万円

標準報酬月額
の算定に考慮
しない

労働者

手取り
106万円

保険料約16万円

約16万円
(15%分)

手取り年収

約90万円

保険料約16万円

106万円

標準報酬月額
8.8万円

労働者

手取り
106万円

125万円

標準報酬月額
10.4万円

手取り年収

約106万円

保険料約19万円

基本給（時給）を18％増額

労働者

手取り
106万円

（時給1,199円）

週20時間
（時給1,016円）

年収

約106万円

社会保険適用

キャリアアップ
計画書の提出

支給申請
（4回目）

支給申請
（５回目）

支給申請
（２回目）

2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月

支給申請
（１回目）

2ヶ月

支給申請
（３回目）

2ヶ月

６ヶ月 ２年 2年６ヶ月

2年目

（時給1,016円）

３年目

週2０時間

１年目

週20時間 週20時間（時給1,016円）

助成額：10万円
助成額：20万円

（10万円×２回）
助成額：20万円
（10万円×２回）

現在

１年 １年6ヶ月

12

取組の流れ（イメージ）

社会保険適用
促進手当



②労働時間延長メニュー

所定労働時間の延長により社会保険を適用させる場合に事業主に対して助成を
行うものです。

週所定労働時間
の延長

賃金の増額 申請の時期 1人当たり助成額

① ４時間以上

＋

ー
左
欄
の
取
組
を

６
か
月
間
継
続
し
た
後
２
か
月
以
内

６か月で

30万円
(大企業は22.5万

円)

②
3時間以上
4時間未満

5%以上

③
2時間以上
3時間未満

10%以上

④
１時間以上
2時間未満

1５%以上

13



年収

約104万円

週20時間

３時間延長

週23時間

（時給1,050円）

手取り年収

約107万円

126万円

手取り
107万円

労働者

標準報酬月額
10.4万円

保険料約19万円（時給1,000円）

2ヶ月

助成額：30万円
現在

社会保険適用

キャリアアップ計画書の提出 支給申請

6ヶ月
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取組の流れ（イメージ）

労働時間を3時間伸ばし、
基本給（時給）を5％増額



③併用メニュー

１年目に「①手当等支給メニュー」の取組による助成を受けた後、２年目

に「②労働時間延長メニュー」の取組による助成を受けることができます。

要件 申請時期 1人当たり助成額

１
年
目

賃金（標準報酬月額・標準賞与額）の
15％以上分を労働者に追加支給すること

（社会保険適用促進手当など）

左
欄
の
取
組
を
６
か
月
間
継
続
し
た
後
２
か
月
以
内

６か月ごとに

10万円×２回
(大企業は7.5万円)

２
年
目

上 記 の 取 組 を 行 っ た 上 で 、
以 下 の い ず れ か の 取 組 を 行 う こ と

６か月で

30万円
(大企業は22 .5万円)

週 所 定 労 働 時 間 の
延 長

賃 金 の
増 額

① ４時間以上 ー

②
3時間以上
4時間未満

5%以上

③
2時間以上
3時間未満

10%以上

④
１時間以上
2時間未満

1５%以上
15



手取り年収

約92万円

108万円

標準報酬月額
8.8万円

労働者

手取り

108万円

保険料約16万円

2年目

（時給1,192円）

131万円

標準報酬月額
11.0万円

手取り年収

約111万円

保険料約20万円

労働時間を2時間伸ばし、
基本給（時給）を10％増額

労働者

手取り

111万円

１年目

週20時間 週22時間（時給1,040円）

週20時間
（時給1,000円）

年収

約104万円

社会保険適用

キャリアアップ
計画書の提出

支給申請
（２回目）

2ヶ月

支給申請
（１回目）

2ヶ月

支給申請
（３回目）

2ヶ月

６ヶ月

助成額：20万円
（10万円×２回） 助成額：30万円

取組の流れ

現在

１年 １年6ヶ月

手当等支給メニュー 労働時間延長メニュー

16

取組の流れ（イメージ）

約16万円
(15%分)

週2時間延長
基本給（時給）10％賃上げ



手当等支給メニューへ併用メニューへ

その労働者の社会保険加入日から最長2年間の手当等の支給
後の働き方について、労使で話し合いを行う予定ですか。

17

対象となる労働者をチェックしましょう！

短時間労働者の中に、2023（令和5）年10月以降、新たに社会保険適用と
なる方はいますか。

その労働者は以下の①、②の両方に該当しますか。
①社会保険加入日の6カ月前の日以前から継続して雇用されている。
②社会保険加入日から過去2年以内に同事業所で社会保険に加入し
ていなかった。

その労働者は、社会保険加入日から2カ月以内に週
所定労働時間を一定時間延長することができますか。

その労働者は、社会保険加入日から1年が経過した時点で労働時間
の延長ができる見込みですか

はい

労
働
時
間
延
長

メ
ニ
ュ
ー
へ

はい

はい

いいえ

はい

はい いいえ

はい



１．キャリアアップ助成金の概要

２.「社会保険適用時処遇改善コース」について

３.「正社員化コース」の拡大について

４．お問い合わせ先について



キャリアアップ助成金 「正社員化コース」の概要

19

有期雇用労働者等※を正規雇用労働者に正社員化した場合に、事業主に

対して助成を行う制度です。
※有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者を含む、いわゆる「非正規雇用労働者」を指します。

正社員化コース

年間１０万人

以上が正社員化！

受給条件

①キャリアアップ計画

正規雇用労働者に転換する

前日までに「キャリアアッ

プ計画」を作成・提出して

いること。

②制度の規則化

正規雇用労働者に転換する制度を

就業規則などに規定していること。

③正社員化

転換後６か月間の賃金を、転換前

６か月間の賃金より３％以上増額

させていること。



キャリアアップ助成金 「正社員化コース」の拡充概要
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拡充

②対象となる有期雇用労働者の要件緩和

③正社員転換制度の規定に関する加算措置

①助成金（1人当たり）の見直し

④多様な正社員制度規定に関する加算措置

拡充

新設

拡充

①～④は、2023(令和5)年11月29日以降に正社員化
した場合に適用されます。



キャリアアップ助成金 「正社員化コース」の拡充内容①

21

支給対象期間を現行の「６か月」から「12か月」に拡充します。
拡充に伴い、６か月あたりの助成額を見直します。

企 業 規 模 現行 拡充

中小企業 57万円（1期） 80万円（2期）

大 企 業 42.75万円（1期） 60万円（2期）

拡充 ①助成金（1人当たり）の見直し

※現行/中小企業：１期（６か月）で５７万円助成。

※拡充後/中小企業：２期（１２か月）で８０万円助成。（１期あたり４０万円）

※有期から正規の場合の助成額。無期から正規の場合は上記の半額。

※１人目の正社員転換時には、③または④の加算措置あり。



キャリアアップ助成金 「正社員化コース」の拡充内容②
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②対象となる有期雇用労働者の要件緩和

現行 拡充

6か月以上３年以内 ６か月以上

対象となる有期雇用労働者の雇用期間を現行の「６か月以上３年以内」
から「６か月以上」に緩和します。

対象となる有期雇用
労働者の雇用期間

※これまで、通算契約期間が3年を超える有期雇用労働者の方は、無期雇用労働
者に転換した上での正社員化でないと、本コースの活用ができませんでした。

この度の改正によって、事業所において比較的長く（３年超）雇用されている

有期雇用労働者の方に対しても、本助成金を活用した正社員化に取り組みやす

くなりました。

拡充

※有期雇用期間が通算５年を超えた有期雇用労働者については、助成額は「無期から正規」の転換と同額となります。



キャリアアップ助成金 「正社員化コース」の拡充③

23

新設 ③正社員転換制度の規定に関する加算措置

新たに正社員転換制度の導入に取り組む事業主に対する加算措置を新
設します。

新設

20万円
（大企業 15万円）

正社員転換制度を新たに規定し、当該雇用
区分に転換等した場合

※１事業所当たり加算額(1事業所当たり1回のみ)

ケース①：事業所に既に無期→正規の転換規定が存在するものの、有期→正規の転換規定は設け

ていませんでした。

この度、有期→正規の転換規定を整備し、有期雇用労働者の転換の措置を講じた場合。

ケース②：雇用する非正規雇用労働者を対象とした転換規定はすでに存在するものの、派遣労働

者の直接雇用のための規定は設けていませんでした。

この度、直接雇用のための規定を整備し、派遣労働者の直接雇用の措置を講じた場合。

以下のようなケースも対象となります。
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拡充 ④多様な正社員制度規定に関する加算措置

多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）制度規定に関する
加算額を増額します。

現行 拡充

９.5万円
40万円

(大企業 30万円)

「勤務地限定・職務限定・短時間正
社員」制度を新たに規定し、当該雇
用区分に転換等した場合 ※１事業所当
たり加算額(1事業所当たり1回のみ)

「勤務地限定正社員」・・・転勤範囲が限定されていたり、転居を伴う転勤がない正社員

「職務限定正社員」 ・・・高度な専門性を必要とする業務や資格が必要な職務に従事し、

専門的に当該職務に従事する正社員

「短時間正社員」 ・・・フルタイム正社員と比較して週の所定労働時間が短い正社員

※いずれの雇用区分であっても、多様な正社員では無い、通常の正社員と異なる賃金の算定方法等や

待遇は原則として認められません。



１．キャリアアップ助成金の概要

２.「社会保険適用時処遇改善コース」について

３.「正社員化コース」の拡大について

４．お問い合わせ先について



お問い合わせ先

● キャリアアップ助成金の申請方法などの詳細については、
厚生労働省HPからパンフレットをご覧いただくほか、
北海道労働局雇用助成金さっぽろセンター６階まで
お問合せください。
TEL：011-788-9071（受付時間 平日８:３０～１７：１５）

● 「年収の壁突破・総合相談窓口」（コールセンター）にも
ご相談いただけます。

TEL：0120-030-045（受付時間 平日８:３０～１８：１５）
（土日・祝日・年末年始（12/29～1/3）はご利用いただけません。）

厚生労働省HP


